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要  旨 

 

 長周期波による港湾の係留索の切断事故や荷役障害が各地で報告され，荷役障害を抑止するため

に，防波堤等による入射長周期波の遮蔽等の対策が検討されている．一方，港内の水質改善や海水

交換を促進させるために透過型の防波堤を活用する港湾も増えている．透過型防波堤は波周期が長

くなると透過率が増大するため，長周期波対策としては適切ではないと考えられてきた．本研究で

は，海水交換を図るための透過型防波堤を長周期波対策にも活用するために，最初に防波堤からの

透過波を考慮した港内静穏度解析を実施し，透過堤の適用性を調べた．次に，静穏度対策に有効な

透過率を有する構造を決めるために，水理模型実験と数値解析を実施して，防波堤構造および堤幅

と透過率や反射率の関係を調べた． 

 非線形波浪変形モデルで港内における長周期波に対する静穏度を調べた結果，非透過堤に比べて，

透過率が 0.1～0.4 の透過堤を設置した場合に，対象港湾内での静穏度が上がることが判った．次に

目標とする透過率を満足する防波堤の形式と幅を設定するために，捨石堤および有孔型ケーソン堤

について模型実験と直接流体解析法を用いた数値実験で，堤体幅・開口率と透過率との相関を明ら

かにした． 

 
 

キーワード：長周期波，透過堤，荷役稼働率，模型実験，直接流体解析法，海水交換 
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Applicability of Permeable-type Breakwater for Long Period Wave Countermeasure 

 

Tetsuya HIRAISHI* 
Katsuya HIRAYAMA** 
Yasuhiko MINAMI*** 

 

Synopsis 
Large horizontal motion of moored large vessels and breaks of mooring ropes are mainly induced 

by long period waves traveling into harbor. Some countermeasures to prevent the cargo handling 
interrupt due to long period waves are considered in major ports facing Japanese oceans. One of the 
most popular countermeasures is the construction of offshore breakwaters. Meanwhile it is said that 
the construction of long vertical-wall type breakwater may cause the reduction of seawater 
exchange between the outer and inner harbors. A permeable-type breakwater is often considered to 
keep the function of water exchange. 

The wave transmission coefficient of permeable-type breakwaters increases as the wave period 
increases. Therefore, the permeable-type breakwater has not been expected to be effective against 
long period waves. In new harbor planning, however, we have to satisfy the both targets of water 
exchange and prevention of long period waves. 

The paper demonstrates the harbor tranquility calculation for long period waves in a model 
harbor with a permeable breakwater. The calculation for various wave transmission coefficient Kt of 
long period waves shows that the allowable maximum level of the transmission coefficient exists for 
the reduction of the agitation due to long period waves. The target permeability for long period 
waves becomes important to employ a water-exchange breakwater as the countermeasure. 

Hydraulic experiments in a wave flume are carried out to investigate the performance of the 
permeable breakwaters for long swells. In the experiment, the rubble mound breakwater with the 
width at the sea surface level of 20m and 30m in the prototype and the caisson breakwater with 
water-exchange openings with 6.3% and 12.6% is studied. A numerical analysis employing the 
MARS (Multi-Advection Reconstruction Solver) method is also applied to simulate the performance 
of the breakwater in long swells and long period waves. The physical and numerical model tests 
demonstrate the transmission coefficient Kt varies for the type and width of breakwaters. The 
breakwater with the target transmission coefficient suitable to raise the harbor tranquility is 
proposed. 

  
Key Words: long period waves, long period wave countermeasure, permeable-type breakwater, 
harbor operation rate, hydraulic experiment, MARS model, NOWT-PARI, water exchange, 
environmental project 
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１． はじめに 
 

外洋から港湾に侵入する周期数十秒～数分程度の長周

期波 によって，ナイロン製ロープで岸壁に係留された数千

～数万ＤＷＴクラスの大型船のサージング運動が共振によ

って励起され，係留索の切断や荷役障害を引き起こす現象

が各地で報告されている．その対策として，沖合防波堤の

最適方向への延伸や適切な消波層によって港内における長

周期波の反射率を低減させ，増幅を抑止することが有効で

ある（沿岸技術研究センター，2004）．これらの対策は，す

でに主要な港湾で検討されており，消波型護岸の反射率計

算法も提案されている(平石ら,2005) 

一方，港湾の水質改善や海水交換の促進を目的として，

内海の港湾を中心に波の透過をある程度許容する’透過堤’

が建設されている（松本ら,1976）．港内での水産物養殖や

発電所の温排水対策として，透過堤の要求は各地で高まる

ものと予想される．捨石堤やスリットを有する透過型防波

堤の波透過率は，一般に波の周期が長くなると増大し，長

周期波の抑止効果については，これまで検討されてこなか

った． 

たとえば，図-1は，港湾の技術基準にも採用されている

石積み堤（近藤ら,1983）（式(1)）および両面にスリットを

有するケーソン堤(松本ら,1976)の透過率実験図表を用いて

周期だけを変化させて，長周期波の透過率を計算したもの

である．提案式は周期数秒程度の風波を対象としており，

提案式の適用範囲を超えた周期帯では，透過率は1になって

しまい，粒径や堤幅の変化によって長周期波にも効果があ

るのかどうか明らかではない． 

 

                       (1) 

ここで， 
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図-1 従来の提案式による透過率計算結果の例 

（石積み堤のBは水面での値である） 

 

B は堤体幅，d:粒径，H:波高，L:波長，Kt:透過率である． 

そこで，本研究では海水交換の維持・改善と長周期波の

抑止という相反する目的を満たす防波堤構造を提案するた

めに，まず長周期波の透過率を考慮した港内の荷役稼働率

計算を行った．計算では目的とする長周期波に対する荷役

稼働率を満たすための必要な透過率が明らかになる．次に，

透過堤として代表的な捨石堤および有孔型ケーソンを用い

て，模型実験と数値解析で波の周期と透過率・反射率を調

べ，現地で適用できる透過堤構造を提案した．すなわち長

周期波に対するに荷役稼働率を満たすための最大の透過率

を求め，それに対応する透過堤の構造を提案することを目

的とした．対象とした港湾は，港内に養殖施設が位置し，

透過堤の活用が要望されている日本海に面したS港である． 

 

２．透過堤を有する港湾の長周期波に対する荷役稼働

率 

2.1 透過率を考慮した計算法 

(1) 長周期波の計算法（沿岸技術研究センター，2004） 

本調査では，対象港の港口部までの長周期波を求めるた

めに，S 港近傍に位置する T 港で観測された長周期波デー

タを用いる．観測期間は2004年10月～2005年3月である．

港口部に襲来する長周期波を設定するためには，当該港に

おける観測データを用いるべきであるが，本対象港では観

測が実施されていない．そこで，T 港における観測データ

と同時期に S 港において推算された値を比較した．ただし，

推算した波は風波である．図-2 は，観測点および推算点の

位置と両者の波高を比較したものである．図-2(b)に示すよ

うに，推算波高と観測波高は相関係数 R=0.971 で対応して

おり，両者の相関は高いと考えることができる．したがっ

て，T 港における観測風波は，S 港における風波と等しい．

長周期波は本来，風波の拘束波成分(平石，1996)として生

成されるので，両者の相関も高い．そこで，本研究におい

ては，T 港における観測長周期波を S 港における沖合長周

期波とした．波向は風波の卓越波向である N（北）で代表

させた． 

観測期間中に，顕著な船体動揺が生じた 2005 年 2 月 18

日 12:00 の波スペクトルの長周期波成分を示すと，図-3 の

ようになる．図中の細実線(S(f))が観測値で，太実線(Ave.)

が 0 次モーメントを等しくなるように近似した直線型スペ

クトルである．30～300s のエネルギー密度はほぼ一定で，

長周期波の標準スペクトルとしては直線型で近似できる

（平石ら，1998）．スペクトルの 0 次モーメントの平方根の

3.8 倍として得られる波高成分は 7.9cm である．なお，港内

に停泊する大型船の排水トンは約 65,000t で径 65mm のナ 

( )LHkK tt /1/1 +=
67.0)/(26.1 dBkt =
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 S 港沖波浪推算点 
2004.10-2005.3 

T 港沖 NOWPHAS 観測点 
2004.10-2005.3 

 
(a) 波浪観測および推算点の位置 
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Ｓ
港
推
算
波
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(b) 風波有義波高の相関 

図-2 波浪観測点の位置と波高の相関 
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図-3 長周期波のスペクトルと近似形 

 

イロンエイトロープ 8 本で実質係留されるので，次式でサ

ージ運動の固有周期を求めると，約 100s となる(笹ら，1999)．

したがって，長周期波の周期範囲 30～300s の中では，ほぼ

中間にあたる 100s 程度が最も危険な周期となる． 

 

Ts=2π(Mv/K)0.5                           (2) 
 

ここで，Ts：サージ運動の固有周期，Mv:付加質量も含めた

船体質量(排水量×1.05) ，K は係留索の合成伸び率である． 

 長周期波に対する荷役稼働率を計算するための沖合長周

期波発生頻度は，2005 年の観測データから表-1 のようにま

とめた． 

 

表-1 沖合いの長周期波頻度分布表 

長周期波高ランク(cm) 出現回数 出現率(%)

０～１０ 3601 83.5

１１～１５ 478 11.1

１６～２０ 147 3.4

２１～ 86 2.0

合計 4312 100.0  

 

 浅海域における長周期波の変形計算には，波の屈折・回

折・浅水変形・反射を同時に解くことが可能なブシネスク

方程式による波高分布計算を実施する．計算は，独立行政

法 人 港 湾 空 港 技 術 研 究 所 の ブ シ ネ ス ク モ デ ル

（NOWT-PARI）（平山,2002） のプログラムを使用して行

った．このブシネスクモデルの基礎方程式は，水深を場所

の関数とした修正ブシネスク方程式(Madsen and Sørensen，

1992)である． 

 

 
 

図-4 沖合も含めた長周期波計算領域 
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図-5 対象とした港湾と岸壁の地形 

 

図-4 に沖合も含めた全計算領域を示す．図の右側から長

周期波が入射し，図の下方に位置する境港へ影響を及ぼす．

図-5 は対象港湾の詳細図である．計算格子幅は沖も港内も

50m で一定である．表-2 に計算条件の一覧を示す． 

 

表-2 長周期波変形計算の条件 

波の種類

波向

入射波高

直線型(f=1/300～1/30)

M.W.L.(D.L.+0.17m)

長さ：300m 水深:10m 透過率:0.0-0.9

基本港湾計画完成時

6000s～9000s

9000s

50m

25km(500mesh)×34km(680mesh)

非線形分散型長波方程式（NOWT-
PARI)

一方向不規則波

N

0.1m

有義波算定時間

地形条件

透過堤条件

使用プログラム

入射波スペクトル

波浪条件

潮位条件

計算領域

格子幅

作用時間

 

 

(2) 透過率の設定法 

前述した図-5の南側港口部の水深 10m 地点に長さ 300m

の透過型防波堤を計画した．透過型防波堤で透過率を考慮

した計算ができるように計算法の境界条件を改良した．

NOWT-PARI (平山, 2002)では計算領域にスポンジ層を挿入

して反射率の調整を行っている．そこで，透過堤に相当す

る格子境界においても，波のエネルギーを吸収するスポン

ジ層を設けて，スポンジ層内のエネルギー吸収強度を変化

させて透過率を再現した．ただし，エネルギー吸収強度と

透過率の関係は波周期によって変化するので，あらかじめ

仮想水路での試験計算で両者の関係を求めておき，目標と

する透過率に応じて適切なエネルギー吸収強度を用いた．

ここでは，スポンジ層でのエネルギー減衰式として，次式

を用いている． 

 

( ) ⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
−

= 1cosh
sinh2

)(
F
rx

rr
rx mσσ         (3) 

 

ここで，F：吸収帯の幅（風波の場合は 2～3 波長），r：

吸収帯でのエネルギー減衰を調整する係数で，r=3 を通常

設定する． hgm /θσ =  は減衰吸収層の強度を表し，θ に

よって強度を変化させることができる．風波の場合には

θ=1 を用いている．エネルギー吸収層は境界で反射波が生

じることを防ぐために設置されるが，本研究では，計算領

域の中に設置して透過壁を評価しなければならず，長周期

波を対象としているので，吸収層の幅 F を波長程度にはで

きない．そこで，一つの計算格子の幅で F を表し，エネル

ギー吸収係数σ(x)を大きくすることによって透過率を変化

させた．以下にエネルギー吸収係数として示しているもの

はσ(x)の値である． 

図-6 に仮想の断面水路のイメージを示す．なお図-6 中

の H1 および H2 は，水位の抽出ポイントを表しており，そ

れぞれの地点での入射波および透過波の平均波高を H1 お

よび H2 で表す．各計算ケースに対する透過率（KT=H2/H1）

は，防波堤の反射波が入射波境界に到達して，再度，再反

射波が伝播し，計算点に到達する前の３波の平均値を用い

て算定する． 

図-7 は周期 100s について H1 および H2 点での観測波形

を示したもので，防波堤からの反射波が到達しない時間で

観測された入射波高の平均値と相当する防波堤背後の透過

波の波高比から透過率を求めた．同図の場合には透過率は

0.5 になっている． 図-8 にエネルギー吸収強度と２次元水

路での透過率の関係を示す．計算では，格子幅Δs=50m，防

波堤設置位置の水深 10m とした．図には周期 30,60 および

100s において透過率とエネルギー吸収強度を示している．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 透過率の計算イメージ図 

無反射境界 

透過型防波堤 

H1 

規則波 

(30s,60s,100s)

H2 

無反射境界 

透過率＝H2 / H1 
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図-7  透過率 0.5 となるケース（エネルギー吸収係数 0.36）における H1,H2 の水位の経時変化図と解析に用いた波形の位

置（入射波周期 100s，50m 格子） 

 

図-8 に示すように，周期が短く，格子幅が相対的に広い場

合には，非線形波浪方程式中の分散項の数値誤差が顕著に

なり，エネルギー吸収係数が 0 の場合でも透過率が小さく

なる．しかし，現地での長周期波の周期範囲である T=60

～100s では，エネルギー吸収係数を変化させることによっ

て，透過率を 0～1.0 まで設定することができ，本計算でも

活用できた． 

すなわち，本計算ではモデル港に入港する 6 万トンクラ

スの係留船舶に影響を及ぼす長周期波の数値計算を実施す

る．6 万トンクラスのサージの固有周期は，100s 前後と概

算できるので，数値計算においては，100s 前後の周期に対

する計算精度を維持する必要がある．50m 格子で計算した

周期 100s の計算結果では，波形の近似精度の問題は発生し

ていない．従って，本調査における長周期波の計算格子間

隔は，50m とし，透過型防波堤の所定の透過率（0.1～0.9）

に対するエネルギー吸収係数は，100s に対する値を用いる

こととする． 

この場合に，30sの周期に近い成分は周期60sおよび周期

100sよりも透過率が40%小さくなってしまう．ただし，周

期30sの長周期波についても，周期100sの場合と同等な精度 
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     図-8 長周期波の計算透過率の変化 

を保つためには，計算格子をより小さくしなければならず，

計算時間が長大になる．そこで，前述のように格子幅は50m

で固定した． 

 

2.2 荷役稼働率の計算結果 

(1) 荷役稼働率の計算法 

荷役稼働率は，対象とする岸壁前面の長周期波高が設定

した荷役限界波高を越えない時間の割合として定義される．

荷役限界波高は，サージングについて荷役許容動揺量が中

程度の船種またはサージング固有周期が 90s 程度の船舶に

用いられる有義値で 15cm を用いた（沿岸技術研究センタ

ー，2004）．目標荷役動揺量は技術基準（日本港湾協会，1999）

にも示されている 97.5%である．対象岸壁は，図-5 の SS1

～SS4 および TK1～TK2 である．それぞれの岸壁の延長お

よび水深を表-3 に示す． 

 

表-3 対象とする岸壁の水深 

岸壁名（延長） 岸壁水深 （m）

ＳＳ４号岸壁(280m) -14.0

ＳＳ１号岸壁 (270m) -13.0

ＳＳ２号岸壁 (185m) -10.0

ＳＳ３号岸壁 (130m) -7.5

ＴＫ岸壁(1) (160m) -9.0

TK岸壁(2) (260m) -9.0
 

 

なお，SS3 岸壁の端部は矩形の隅角部であり波が収斂し，

波高が大きくなる．そのため他の岸壁に比べて荷役稼働率

が著しく低い．このような場合には，SS3 岸壁に隣接する

護岸を消波構造にして長周期波の反射を軽減することが望

ましい．そこで，SS3 岸壁の隣接護岸を‘長周期波対策護岸’

（平石ら，2003）としたケースについても荷役稼働率を計 

防波堤の反射波が到達 

地点：H1 地点：H2 

3波の平均波高 3波の平均波高 
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図-9 長周期波対策護岸の位置 

 

算した．図-9 に長周期波対策護岸の位置を示す．長周期波

対策護岸の反射率は 0.7 とした．また，図-4 で示した周辺

の海岸でも反射率 0.7 を採用した． 

 

(2) 計算の結果 

図-10(a)は，対象岸壁での荷役稼働率の計算結果で，横

軸に透過率，縦軸に荷役稼働率を示した．Kt=1.0 の場合は

対策をしていないので，荷役稼働率はいずれの岸壁でも低

い．防波堤を不透過にするほど Kt は低下するので，港内の

荷役稼働率は上昇し，対策の効果が上がることが判る．た

だし，Kt=0 すなわち完全に不透過な防波堤を設置すると荷

役稼働率は低下する．これは，港内で多重反射が生じて，

岸壁全面の長周期波高が大きくなるためである． 

最も荷役稼働率が向上するのは Kt=0.1～0.4 のときで，最

適な透過率を有する透過堤を設置することにより荷役稼働

率も最適にすることができる．SS3 岸壁で荷役稼働率が

90%以下になるのは岸壁が隅角部に位置し，反射波が収斂

するためである．最適透過率が設定できれば，次章の考察

から，捨石堤を採用した場合の堤幅 B，あるいはケーソン

堤の空隙率(φ)を決定でき，構造を決めることができる．捨

石堤とケーソン堤の選択は，施工費と施工性からなされる． 

図-10(b)は長周期波対策護岸を設置した地形での荷役

稼働率の計算結果を示す．図(a)に比較すると SS3 岸壁での

稼働率が上昇しており，96%近くまで改善されることがわ

かる．目標稼働率までは届かないが，対策が無い場合に比

べて 4%近く向上している．透過率による変化を調べると，

不透過の場合に比べて，透過率が 0.1～0.3 のときに荷役稼

働率が高くなっており，この計算ケースにおいても最適な

透過率が存在し，不透過堤よりも荷役稼働率を高くできる 
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(a)水深 10m での基本計画地形および透過堤 

 

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

100

1 0.9 0.8 0.7 0.6 0.5 0.4 0.3 0.2 0.1 0
Transmitted Coe. Kt

C
a
rg

o
 H

an
d
lin

g 
E
ff

ic
ie

n
cy

(%
)

SS4 SS1

SS2 SS3

TK1 TK2

 

 (b) 水深 10m での基本計画地形および透過堤＋長周期波

対策護岸 

 

図-10  透過堤，長周期波対策護岸を有する地形での透過率

に対する荷役稼働率の変化 

 

ことがわかる．なお，SS4, SS1, SS2 岸壁は，透過堤位置か

ら離れた港奥に位置しているため，透過率によって荷役稼

働率が大きく変化することはなく，Kt が 0.9 より小さい場

合，稼働率はほぼ一定である．これに対して，TK1 および

TK2 岸壁は，透過堤のすぐ背後に直ぐ背後に位置している

ので，もともと開口部からの波の作用を受けやすく，防波

堤の建設によって荷役稼働率が大きく上昇する．そのため，

透過率の変化が稼働率に与える影響が大きくなったと考え

られる． 

 

 

3.透過堤に関する模型実験 

 

3.1 模型実験の手法 

(1) 実験に用いた模型 

図-11 に，実験で使用する造波水槽の断面を示す．水槽

は，長さ 52ｍ×幅 1ｍ×高さ 1.5ｍ（内空）で，図の右側に 

長周期波対策の消波工 

透過型防波堤計画 300ｍ
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図‐11 造波水槽 
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4/31：
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図-12 捨石堤の模型形状 

 

φ=6.3%/列

有孔型ケーソン堤
有孔型ケーソン堤

0.5
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断面図                正面図 

図-13 有孔型ケーソン堤の模型形状 

 

波形制御式造波機が設置されている．左端部には造波機か

ら発生された波が端部で反射しないように，消波工が設置

されている．この水槽では最長で 10s 程度の周期を有する

規則波を再現できる． 

防波堤模型は，捨石堤と透過型ケーソン堤の 2種類とし，

実験縮尺は，S=1/20 を標準とした．捨石堤は内部砂礫層を

保護するために表層をブロックで被覆した．透過型ケーソ

ンは条件を簡単にするために円形の貫通孔を持つ形状とし

た．図-12 に，捨石堤の堤長 B=30m（実構造物）の場合の

断面図を示す．砕石は実構造物の代表粒径を 40cm と仮定

していて，消波ブロックは，テトラポッド模型を 2 層被覆

形式で積み，天端上段は 2 列並びとする（写真-1）． 

図-13 に，透過型ケーソン堤模型の断面および正面図を

示すとともに，写真-2 に模型の全景を示す．ケーソンの奥

行は実構造物スケールで B=10m とし，通水孔(直径φ2ｍ)

は 1 列につき 4 ヶ空けて，上下 2 列用意した．空隙率は 1

列で 6.3%となり，実験は下段のみおよび上段のみを開放し

空隙率 6.3％の場合と，上下段とも開放し 12.6％の場合と

した，３形状で実施する． 

 

(2) 測定手法 

計測器は，図-14 に示すように，防波堤の反射率および

透過率を計算するために容量式波高計 6 台(CH2～CH7)，造

波された波のモニタ用サーボ式波高計 1 台(CH1)を配置す

る．CH2，3 は，入反射波分離法（合田ら，1976）で防波

堤の反射率を解析するため，その間隔が波長の 1/4(L/4)と

なる地点に CH3 を移動させて計測を行う．測定時間は，波

形が安定した時点から 120 秒間，サンプリング周波数は

20Hz とし，同じ条件で 3 回計測を行う．収録データは，

CH2 と 3，CH4 と 5，CH6 と 7 をそれぞれ一組として入反

射波の分離を行い，入射波高と反射波高より防波堤の反射

率を算出する．透過率は，CH6，7 より求めた透過波高を

CH4，5 より求めた入射波高の比として求める． 

表-4 に，実験条件を示す．模型の縮尺は 1/20 でフルー 
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(a) 被覆ブロック層     (b) 水槽内での設置 

写真‐1 捨石堤の外観 

 

 

(a) アクリル模型全景 

 

(b)水槽内への設置状況（アクリル模型内のブロックは重

りとして使用している） 

写真‐2 透過型ケーソン堤模型全景 

 

 

B
CH2 CH1CH3

(UNIT：m)

8.014.0

CH4CH7
L/41.01.0

CH5CH6  

 

図‐14 計測器配置図（捨石堤） 

 

 

 

表‐4 実験条件 

捨て石堤

B=20m
捨て石堤

B=30m
ケーソン堤

空隙率6.3%（下段）

ケーソン堤

空隙率6.3%（上段）

ケーソン堤

空隙率12.6%

現地諸元 模型諸元
実験ケース

8.0

8.0

8.0

8.0

8.0

12.0 30.0 45.0

12.0 30.0 45.0

12.0 30.0 45.0

12.0 30.0 45.0

12.0 30.0 45.0

1.8 2.7 6.7 10.0

1.8 2.7 6.7 10.0

1.8 2.7 6.7 10.0

周期T(s) 周期T(s)

1.8 2.7 6.7 10.0

1.8 2.7 6.7 10.0

 

 

ドの相似則にしたがっている．入射波高はそれぞれの条件

で規則波を発生させ，波高計 CH2，3 で得られた波高デー

タから入反射波分離解析を行って，入射波高が 5cm となる

ように造波機のストロークを設定した． 

 

3.2 透過率の計測結果 

(1)観測した波形 

図-15 は，観測された波形の一例で，捨石堤 B=30m，模

型値で T=10s（実機換算値 T=45s）の実験ケースで再現さ

れた長周期波を示す．目標とする造波波高は 5cm（実機換

算 1m）である．沖側の２点(CH4, CH5)での波高差は小さい．

また岸側２点(CH6, CH7)での波高は 1cm以下に小さくなっ

ており，透過堤による波高低減効果が観測できた．なお，

造波した直後は，水槽内の波高分布が一定ではないので，

図に示すように，波高が時間的にも変化しない 100s 後から

解析を実施した． 

 

模型値

-0.04

-0.02

0.00

0.02

0.04

100.00 110.00 120.00 130.00 140.00 150.00
時間(s)

水
位

(m
)

CH4 CH5

CH6 CH7

 

 

図-15 観測波形の一例 

 

(2) 透過率と反射率の整理 

 表-5 は，反射率および透過率の観測値を整理したもの

である．また図-16 および図-17 に周期を変化させた場合の

実験反射率および透過率を示す．ここで，反射率は実験水

槽内で観測されたものであり，実験水槽終端の側壁からの 
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表-5 実験の結果一覧 

(1) 反射率 

 

 

(2) 透過率 

 
 
 

 
図-16 実験における反射率の変化 

(T=10s の△は記号が重なって印字されていない) 

 

 

   図-17 実験による透過率の変化 

 

反射も含まれている．現地でも長周期波の場合には，港奥

部の反射された長周期波も含まれた反射波が形成されるの

で，防波堤のみの反射率とは定義が異なっている．堤内外

の水位は平均して同一になるように管路でつながっている． 

波の周期 T（模型での値）が長くなると，捨石堤では反

射率が大きくなる．これは，長周期波のエネルギーが捨石

層内で減衰せずに，水槽終端で反射して港外へ戻るためと

考えられる．有孔型ケーソン堤では，周期が長くなると反

射率は小さくなる．これは，一度流入した水が，通水部が

小さいため，港外へ戻れなくなるためと考える． 

 

 

4. 数値計算による適用性の検討 

 

4.1 模型実験によるモデル検証 

(1) 数値解析手法 

実験周期より長い長周期波の透過率および反射率を推

定するために用いた数値解析手法は，3 次元で水－空気混

相を対象として，波面解析が可能なMARS (Multi- Advection 

Reconstruction Solver)法である．この手法は，これまでに長

周期波対策護岸の性能検証で活用され(平石ら，2005），津

波や高潮の臨海部への氾濫解析では，模型実験や現地痕跡

高との検証が行われた(Hiraishi and Yasuda, 2006）．本計算の

捨石堤においては，砂礫層内の圧力損失を次式で示す

Dupuit-Forchheimer 則で計算した．捨石堤の場合には護岸の

延長方向は一様であるので,岸沖の２次元モデルとした．透

過型ケーソン堤の場合には，１つの通水管とそれを含むケ

ーソン堤断面のみを抽出した３次元モデルを構築して計算

を行った．水深はすべてのケースで 10ｍとして，約 800m

の長水路を想定した． 

波浪は，構造物で反射後，沖側の境界に到達した反射波
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が，造波境界で再び反射されると波形が複雑となるため，

沖側に波浪のエネルギーを吸収するスポンジ層を設定して，

その前面に x=790m 造波ソースを置いた．  

Dupuit-Forchheimer 則は次のように表される． 

 

( )u
g
u

l
h βα +=

Δ
               (4) 

( )
2

0
3

2

0
1

d
ν

λ
λαα −

=                            (5) 

( )
0

30
11
dλ

λββ −
=                            (6) 

 

ここで，Δh/l：圧力損失水頭，u：層内流速，λ：透水層

の空隙率，d0：中央粒径，g：重力加速度，ν：動粘性係数，

α0およびβ0：材料で決まる係数である．Dupuit -Forchheimer

則の係数については，捨石堤表層の波消しブロックに関し

ては，近藤・竹田(1983)を参考に乱積の値としてα0=2100，

β0＝2.2 とした．また，代表的な波消しブロックのカタログ

データよりλ=0.5 とし，代表径は体積 V より代表径を 3 V と

して算出した．捨石材のα0，β0 ならびに砂礫層の空隙率(λ)

は，α0=2400，β0＝3.6，λ=0.40 とした(平石(2005))．数値計 

 

造波ソース x=790
エネルギー吸収層

x=800～1300
透過型ケーソン堤 
x=-23.333～-13.333

解析境界 x=-80 水深 h=10 (UNIT:m)

 

(a) 計算領域の全体図 

 

礫材　d50=0.4

x=0x=-13.333x=-43.333x=-58.333 x=4.8

1:1
.5

B=30.015.0 13.333

(UNIT:m)

h=10.0
1:4/3

3.0

 

(b) 捨石堤の計算モデル 

 

h=10.0

B=10.0

(UNIT:m)

x=-13.333

 

(c) 有孔ケーソン堤の計算モデル 

図-18 数値計算での対象地形と透過堤の模式図 
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図-19 数値計算で得た波形の例(捨石堤(B=30m)，T=60s) 

（透過堤前面(FRONT)，直背後(BACK)および x=600m での

沖波(OFFSHORE)での波形を示す） 

 

算では，実験周期に加えて T=60 および 100s を計算した．

規則波の波高 H は 1m で一定とした． 

図-18 は，数値解析に用いた水路および透過堤の模式で，

岸沖方向では，外洋部分で 2m，構造物周辺は 1m，鉛直な

らびに横断方向は 12～25cm である．実験では透過堤前面

と直背後の水位差は，両者を繋いだ管路の自然流下で調整

していたが，計算では別途管路を設けることが困難であり，

計算中に透過堤背後の水位が高くなる場合があった．特に，

有孔型ケーソン堤で周期が長くなると，背後の水位が高く

なるために計算が不安定になった．不安定になったケース

では，1.5 倍程度に背後の解析境界を延長して，できるだ

け水位差が生じないように工夫した． 

図-19 は，数値解析で得た代表点の波形である．実験の

手法と同様に，波高計配置点と一致する計算点での波形か

ら入射反射分離計算を行い，Kr および Kt を推定した． 

  
(2) 解析結果 

 図-19 に示した計算波形を用いて，実験と同様に２点間

の水位の変化を出力し，入反射波分離計算から実験解析と

同じ手法で反射率および透過率を求めた． 

その他の周期も含めた解析波形の傾向をまとめる； 

・周期 T=8s では，捨石堤の岸側法面先端部分 x=-58.333m, 

捨石堤沖側消波ブロックの先端の x=4.8mおよび x=200mで

入反射波分離計算を行った．t=105s に x=4.8m に到達した

波浪はすぐに透過して，x=-58.333m の測点には，t=110s に

は到達している．x=200m には t=85s に到達して t=130s には

反射波も到達していて，t=170s 以降は定常状態に達してい

る．この測点と 25m 岸側の x=175m のデータを用いて，入

反射波分離計算を行った.このときの解析に用いたデータ

の時間間隔は Δt=0.1s でデータの個数は n＝2048 個である．

この場合の反射率Kr=0.241で礫によりエネルギーが十分減
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衰されていることがわかった．また，透過波の波高

Ht=0.0098m から，透過率を計算すると Kt=0.0118 となった． 

・周期 T=12s では， x=175，200m の波形から Δt=0.1s，n=2048

として反射率計算を行った結果，入射波高 Hi=0.985，反射

波高 Hr=0.4295 から，反射率 Kr=0.436 であり，透過波高

Ht=0.0295 から透過率は Kt=0.0677 となった． 

・周期 T=30s では，x=200m の波形には t=120s 以降，反射

波が重なって波峰が重なっている．x=150，200m の波形か

ら Δt=0.1s，n=2048 として反射率計算を行った結果，入射

波高 Hi=0.9057m，反射波高 Hr=0.5723m から，反射率

Kr=0.636 であり，透過波高 Ht=0.05453 から透過率は

Kt=0.0602 を得た． 

・T=45sの場合には，x=150，200mの波形からΔt=0.1s，n=2048

として反射率計算を行った結果，入射波高 Hi=0.949ｍ，反

射波高 Hr=0.709m から，反射率 Kr=0.747 であり，透過波高

Ht=0.1571 から透過率は Kt=0.166 を求めた． 

 周期 T=60s 以上については，検証された計算モデルを用

いて評価することになる．  

 

(3) 実験および数値計算結果の比較 

実験で求めた各種透過堤の Krおよび Kt，さらに数値計算

で得た同様の結果をまとめて示す．図-20 に捨石堤の反射

率に関する実験値(Exp)と計算値(MARS)の比較を示す．図

-21 は，有孔型ケーソン堤の反射率について実験結果と 

 

 
(a) 堤幅 B=20m 

 
(b) 堤幅 B=30m 

図-20 捨石堤の反射率 

 

 

(a) 上段開放 

 

(b) 下段開放 

 

(c) 上下段開放 

図-21 有孔型ケーソン堤の反射率 

 

計算結果を比較したものである．捨石堤に関しては，奥行

き B=30m，20m ともに T=8 から 30s の短周期の部分で解析

値が小さい傾向がみられるが，両者はよく対応しているこ

とがわかる．透過型ケーソン堤では開口率φ=6.3％の場合に

は，周期 T=30s において実験値より反射率が低くなってい

るが，そのほかの場合には良好な一致が見られる．開口率

φ=12.6％の場合には，周期に係わらず Kr=0.68～0.8 の反射

率となっているが，T=100s の長周期では Kr=0.63 まで低下

している． 

図-22 および図-23 に解析ケース毎に透過率を比較して

示す．捨石堤に関しては，奥行き B=30m，20m ともにすべ

ての周期で，解析値がやや小さい傾向がみられる．しかし，

周期が長くなると透過率が大きくなる様子はよく再現され

ており，数値解析モデルの精度は高い． 

透過型ケーソン堤では，周期 T=8s の場合に良好に一致

しているが，そのほかのケースでは，空隙率によって一致 
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(a) B=20m 

 
(b) B=30m 

図-22 捨石堤における透過率の比較 

 

(a) 上段開放 

 

(b) 下段開放 

 

(c) 上下段開放 

図-23 有孔型ケーソン堤の透過率の比較 

度が異なる．そこで，計算波形を観察すると，計算初期に

は波が透過しているが，計算時間が経過すると背後域の水

位が上昇して波が透過しにくくなるケースが現れた．この

場合には，共振が見られた場合も含めて，前述したように

背後水域を長くして波高解析を行った．結果を見ると，上

下ともに通水孔を有する場合や，下段のみに通水孔を有す

る場合には，ほぼ実験値の変化傾向と一致し，数値解析結

果から長周期波の透過率を推定できる．通水孔が上段にあ

る場合には，周期が長くなると透過率が小さくなるが，こ

れは透過した海水によるケーソン背後の水域の平均水位が

上昇し，それによる変動水圧が上方の通水孔からの海水侵

入を妨げるためと考えられる． 

本節での実験値と計算値の比較から，捨石堤の場合には，

周期 45s 以下での計算値と実験値はよく一致し，有孔型ケ

ーソン堤でも，両者はほぼ一致したと言える．したがって

数値解析法の妥当性が検証でき，実験範囲より長い周期で

は数値解析で透過率を評価できた．  

 

4.2 現地への適用性評価 

モデル港湾では，100s の長周期波が最も荷役に影響を与

える．2.の検討で最適透過率は Kt=0.1～0.4 であると判断で

きる．一方，3.および 4.における構造毎の検討では，数値

解析によって，T=100s に対する透過率が計算できることが

判明した．そこで，目標とする透過率を設計で決めると，

必要な堤体幅や空隙率が設定可能になる． 

捨石堤の場合には，B=20 および 30m について透過率が

求められるので，補正計算等で必要な堤体幅を計算すれば

よい． 

透過型ケーソン堤の場合には，上段だけを通水させた計

算が安定せずに，堤体背後の水域での水位によって透過率

が変化していた．ただし，下段を通水させた場合は，ほぼ

解析結果によって長周期波の透過率が推定できるので，概

略値であるが，有孔ケーソン堤について，空隙率と透過率

の関係を T=100s で整理した． 

図-24 は，近似的に有孔型ケーソンの空隙率と透過率の

関係を示したものである．図の曲線の作成に当たっては，

実験と数値計算で求めた空隙率 6.3%（下段開放）および

12.6%の透過率と 0 点を（図中に黒丸で示した 3 点）を通

過する 2 次近似曲線をあてはめた．図から，たとえば透過

率が 0.2 の場合には，空隙率 2.5%程度が必要であることが

読みとれる．ただし，図は限られた計算結果での近似であ

り，設計にあたっては，実際の構造形式に対して，引き続

き詳細な検討が必要と考える．また，通水部の形状に関し

ても施工上の問題がないように設計する必要がある． 
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図-24 有孔型ケーソン空隙率と透過率の関係 

   

 

5. あとがき 

 

 本研究で判明したことをまとめる． 

1) NOWT-PARI のスポンジ層強度を変化させて，透過堤

を設置した場合の長周期波高の変化を計算できる手法

を提案した． 

2) スポンジ層のエネルギー吸収強度と透過率の関係は，

波周期によって変化し，本研究では周期 100s の長周期

波に対する透過率を採用した． 

3) 荷役稼働率を計算すると，非透過堤よりも透過堤を採

用したケースの稼働率が上昇し，港内での長周期波の

増幅を抑制できる効果が確認できた． 

4) 最適な透過率が存在し，本モデル港湾の場合には透過

率 Kt=0.1～0.4 が最適値であった． 

5) 荷役障害が生じている岸壁近傍の護岸を長周期波消波

護岸に改良することで，港内の荷役稼働率をより上昇

させることができる． 

6) 模型実験によって，捨石堤と有孔型ケーソン堤の反射

率を測定すると，捨石堤の場合には，波周期が長くな

ると，反射率は上昇した．一方，有孔型ケーソン堤の

場合には周期が長くなると，反射率は減少した． 

7) 波透過率は，捨石堤の堤幅が小さくなるほど，有孔型

ケーソン堤の空隙率が大きくなるほど，大きくなる．

有孔型ケーソン堤の通水管の位置は大きな影響を有し

ない． 

8) MARS 法による数値解析で，透過堤の反射率を求める

と，周期 T=8～45s の範囲で，捨石堤および有孔型ケ

ーソン堤ともに，数値計算結果は実験結果とよく一致

した． 

9) 数値解析による透過率は，捨石堤に関しては，実験値

とほぼ一致した．有孔型ケーソン堤の場合には，下段

に通水部を設けたときと，上下段に通水部を設けたと

きは，よく一致した． 

10) 通水部が上段のみに有る場合には，堤体背後で波透過

後に水位が上昇したり，振動する影響が生じ，周期が

長くなると計算が不安定になり，今後の数値計算法の

さらなる改良が必要であることが判った． 

11) 数値解析によって，最適透過率を実現するための透過

堤の構造や規模を選定することが可能となった． 

 

 本研究では，透過堤を対象にした長周期波の静穏度計算

法を提案し，その適用性を示したもので，現地における事

業に直接関係したものではない．また，透過堤の効果は設

置位置と港形に大きく依存している．ただし，少なくとも，

本研究で対象としたような細長い港湾形状で，港口部に長

周期波対策を目的として防波堤を設置する場合には，透過

堤構造とした方が港内の荷役稼働率も上昇する可能性があ

り，最適透過率に対する検討をした方がよい． 

また，港湾が直立の防波堤と護岸で囲まれ，港内におけ

る長周期波の多重反射が懸念される場合にも，防波堤の一

部を透過堤構造に変更することによって，長周期波に対す

る荷役稼働率を向上させることができる．そのような場合

には，本研究でまとめた調査手法を活用すると，定量的な

検討が可能になる． 

 

 本研究で用いた流体直接解析法の計算においては，（株）

フジタ技術センター永瀬恭一氏のご支援を受けた．また，

モデル港湾の地形や波浪条件については，国土交通省中国

地方整備局広島港湾空港技術調査事務所の厚意により波浪

観測資料を提供していただいた．関係の皆様に深く感謝い

たします． 

                  (2007年6月 受付) 
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記号表 

B ：捨石堤の堤幅（水面での幅） 

d ：捨石堤粒径 

do ：代表粒径 

F ：スポンジ層の幅 

f ：波の周波数 

H ：規則波高 

HI ：入射波高 

HR ：反射波高 

H1/3 ：有義波高 

Kr ：反射率  

Kt ：透過率  

T ：規則波周期 

T1/3 ：有義波周期 

t ：時間 

u ：水平流速 

v ：２成分流速計でのy成分流速 

x ：透過堤のり先からの水平距離 

α0         ：多孔質体の層流抵抗係数 

β0        ：多孔質体の乱流抵抗係数 

Δt ：計算時間間隔 

δ ：ケーソン空隙率 

ν ：動粘性係数 

ρ ：流体密度 

θ ：スポンジ層強度 

λ ：透水層の空隙率 

 




